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第１ 岐阜県埋立て等の規制に関する条例の概要 

                                                           平成１８年１０月１２日公布 

                                                           平成１９年 ４月 １日施行 

 

 制定の経緯                                  

 平成１３年１０月頃から平成１７年４月頃にかけ、県内１６箇所（岐阜市分を含めると１７

箇所）の埋立て等に約８．５万トンのフェロシルトが使用され、土壌環境基準を超える「六価

クロム」や「ふっ素」が検出され、県民の生活環境に不安を与え、大きな社会問題となりまし

た。 

 また、岐阜県の所管区域内における産業廃棄物の不適正処理事案の中には、土砂等の埋立て

等を装った事案があり、こうした事案は大規模化、巧妙化する傾向にあり、無秩序な埋立て等

により周辺住民に土壌汚染、土砂等の崩落等による災害発生の不安を与えています。 

  こういった実情に鑑み、埋立て等による土壌汚染や災害発生を防止するため、埋立てそのも

のについて新たな規制を設けるものです。 

 条例の目的 

土壌の汚染及び災害の発生を未然に防止し、もって県民の生活環境を保全するとともに、県

民の生活の安全を確保するため、土砂等の埋立て等に関し必要な規制を行います。 

○土砂等  埋立て等に供される一切の物 

○埋立て等 土地の埋立て、盛土その他土地への堆積 

 規制の内容                                 

Ⅰ 埋立て等の基準 

(1) 土砂等の環境基準 

  環境基準は、環境基本法の規定による土壌の汚染に係る環境基準に準じて規則で定めることとし、

カドミウム、シアン等の物質について基準値を設定しています。 

(2) 特定事業区域の構造基準 

  構造基準は、宅地造成等規制法に規定する基準に準じて規則で定めることとし、地すべりが生じ

ないような措置、盛土の高さ、盛土ののり面の勾配等の基準を設定しています。 

 ※本書においては、「宅地造成等規制法」を宅地造成等規制法の一部を改正する法律（令和４年 

法律第５５号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例によることとされる同法による 

改正前の宅地造成等規制法、「宅地造成等規制法施行令」を宅地造成等規制法の一部を改正す 

る法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和４年政令第３９３号）第１条の規定 

による改正前の宅地造成等規制法施行令と読み替えることとします。 

 

Ⅱ 不適正な埋立て等を禁止し、次の規制を行います。 

(1) 環境基準に適合しない土砂等を使用した埋立て等を禁止します。 

(2) 知事は、環境基準に適合しない埋立て等を行っている者に対し、埋立て等の停止、現状

保全のため必要な措置等の措置命令を発出することができます。 

(3) 埋立て等を行う者は、崩落等の防止措置を講じなければなりません。 
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Ⅲ 特定事業に対する規制 

○特定事業 ３，０００平方メートル以上の区域において行う土砂等の埋立て等 

 

土砂等による埋立て等 

 
事業区域外からの土砂等による埋立て等 

 

３，０００㎡未満 

※知事の許可は不要 

特定事業 

３，０００㎡以上 

※知事の許可が必要 

 

 
 

 

(1) 特定事業の許可 

特定事業を行おうとする者は、知事の許可を受けなければなりません。 

(2) 特定事業の許可を受けた者の義務等 

特定事業の許可を受けた者には、次の義務を課しています。 

①着手、完了等の届出 

②土砂等の搬入の届出（採取場所毎かつ、５，０００立方メートル毎に、土砂等の採取場所を証

する書面及び土砂等に製造物等を含む場合には環境基準に適合していることを証する書面を

添付） 

③環境基準に適合しない土砂等の報告 

④帳簿への記載 

⑤関係書類等の閲覧及び保存 

⑥標識の掲示等 

(3) 措置命令 

知事は、構造基準に基づき必要があると認める場合、特定事業の停止、危険防止等の措置、土砂

等の撤去等必要な措置を命ずることができます。 

 

Ⅳ 報告徴収、立入検査 

知事は、条例の施行に必要な限度において、報告の徴収、立入検査等を行うことができま

す。 

 

Ⅴ 罰則 

罰則の内容は、次のとおりです。 

・１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金（措置命令違反、無許可埋立て等） 

・５０万円以下の罰金（土砂等の搬入の届出義務違反等） 

・３０万円以下の罰金（関係書類等の保存義務違反、立入検査忌避等） 

 

Ⅵ 許可に係る手数料を次のとおり徴収します。 

手 数 料 の 名 称 手 数 料 の 額 

埋立て等特定事業許可申請手数料 １件につき   ４９，０００円 

埋立て等特定事業変更許可申請手数料 １件につき   ２９，０００円 

 


